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○代表取締役社長の真鍋でございます。 

 ｢JR西日本グループ中期経営計画2017｣につきまして、資料に基づいてご説明 

 いたします。 

 

○今回の中期経営計画は、当社グループが誕生して四半世紀が経過し、次の一歩を 

  踏み出すこととなる計画でございます。 

 

○具体的には、少子高齢化等の今後の経営環境においても、中長期的な成長と持続 

  可能な経営を実現するため、当社グループのめざす未来を2つ掲げ、その実現の 

 ためのこの５年間の姿を示すものであります。 
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○今年度を最終年度とする前中計においては、2010年10月に見直しを行い、持続的な 

    成長を担保するための戦略を推進してまいりました。 
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○その結果、重視してきた３つの経営指標については、連結営業収益は若干 

    想定を下回りますが、連結EBITDAとROAは、想定以上となる見込みでご 

 ざいます。 

 

○このような状況を踏まえ、今期の配当予想を110円/株とし、「最終年度に 

 連結 DOE３％」という株主還元方針を概ね達成できると考えております。 
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○今回の中期経営計画においては、次の時代を見据え、成熟産業である鉄道 

 中心の事業モデルだけでは持続的な成長が厳しいと考え、さらなるステッ 

 プアップを図る必要があるとの認識のもと、計画を策定いたしました。  
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○このスライドは本計画の全体像を掲げています。 

 

○将来の「ありたい姿」を右側に2つお示ししております。鉄道を社会基盤 

 として持続的に運営する使命を果たすとともに、地域と連携を深め、 

 グループ一体で各エリアの状況に適した事業を展開する地域共生企業を 

 めざすことを掲げています。 

 

○その実現のためこの５年間を確かな経営の土台を作り上げる期間と位置づ 

 け重点戦略を定めております。 



○重点戦略として、３つの基本戦略と、４つの事業戦略を定めております。 

 

○各事業戦略において、事業の選択と集中を行い、鉄道事業においては、成 

  長・維持する分野に経営資源を投入する一方、地方ローカル線は、最適な 

  地域交通の姿に関し議論を始めていきたいと考えています。 

○また、非鉄道事業においては、既存事業の着実な成長に加え、将来に向け 

  て経営の基盤を作るため、ポテンシャルのある事業分野を見極め、そこに 

  磨きをかけていきます。 

 

○単体は人口減少等で運輸収入の大きな成長は見込み難いうえ、営業費用が 

 高水準で推移することから利益成長が困難な時期になるとみております。 

○しかしながら、非鉄道事業の着実な成長で運輸収入の減を補うなどにより 

  最終年度の2017年度については、対2012年度見込みで連結増収増益と、中 

 期的な成長を目指す計画としております。 

 

○なお、本計画期間中に開業予定の北陸新幹線の線路使用料とその前提となる 

 収入については、現段階では算出できないため、計画には織り込んでおりま 

 せん。この2つについては、しかるべき時期に改めてご説明いたします。 

○また、事業戦略に掲げているメニューの具体化や拡大、決定のスピードアップ 

 によって、これらを経営指標に結びつけたいと考えております。 
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○｢基本戦略の一つ、「安全」に関し取り組むべき課題と到達目標について、 

 「安全考動計画2017」を策定いたしました。 

 

○さらなる安全性向上に向け、安全・安定輸送対策やリスクアセスメントのレ 

 ベルアップに努めてまいります。 

 

○安全投資は、安全レベルを維持・向上するためのメンテナンス投資や、さら 

 に高い安全レベルを実現させるため新技術の開発や一昨年の東日本大震災以 

 降、注目が高まっている防災・減災などの投資を盛り込んでおり、前計画と 

 同程度の4,700億円を計画しています。 

 

○将来の事故や災害のリスクを低減し、持続的成長に向けた経営基盤をより確 

 かなものとしていくために必要な投資であり、着実に実行してまいります。 
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○次に、４つの事業戦略について、ご説明いたします。 

 

○新幹線は、将来にわたり当社グループの柱であり、経営資源を重点的に投入し、成長を目 

 指してまいります。まずは、将来にわたり安心・信頼していただけるサービスを提供する 

 ため、構造物の維持管理や地震などの自然災害対策を着実に行ってまいります。 

○また、お客様のニーズを把握するとともに、今後の競合状況もにらみながら、継続的に輸 

 送サービスを向上し、対航空機の競争力強化を図ってまいります。フリークエンシーや車 

 内通信環境など、新幹線の優位性のブラッシュアップやPRを引き続き行うほか、航空機の 

 動向を踏まえた割引商品を導入し、価格も含めた商品のバリエーションの拡大により、新 

 幹線のご利用の維持・拡大を図ってまいります。 

○加えて、安全性や快適性が向上したN700Aを今年の12月から順次、投入していく予定でご 

 ざいます。 

○さらに、今後、拡大が見込まれるシニア世代とインバウンドの需要の創出・取り込みなど 

 も進め、シェア・パイ両面から収入を確保してまいります。 

○また、将来の持続的成長に向け、運行システムの更新にあわせて、新ATCを整備いたしま 

 す。本計画期間で約500億円の投資となりますが、安全性や乗心地が向上するほか、きめ 

 細かな列車運行による効率的なダイヤ設定が可能となります。 

○その結果、本計画期間中には、例えば通過待ちが減ることで「こだま」の所要時間が短縮 

 し、中長距離での対抗輸送機関との競争力強化を図れる見込みでございます。 

 

○これらの結果、2017年度の新幹線収入は、対2012年度見込みで約90億円増（＋2.5%）、 

 3,630億円という水準になる計画でございます。 



9 

○北陸新幹線は、2015年春に長野～金沢間が開業予定でございます。 

 

○JR東日本と連携し、東京～富山間を２時間強、東京～金沢間を２時間半程度 

 で結ぶ見込みであり、車両投資のほか、開業に向けた準備を着実に進めてま 

 いります。 

 

○本計画の収支には織り込んでおりませんが、北陸新幹線の開業は大きな 

 ポイントであり、北陸の豊富な観光資源を生かした観光需要の喚起や、 

 関西の魅力向上・発信による北陸と関西の流動拡大、関西～信越の流動に 

 おいて北陸新幹線を活用した観光ルートの開発による新たな需要喚起など 

 により、開業効果の最大化に努めてまいります。 
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○近畿エリアでは、前計画から｢線区価値の向上｣を掲げ、JR神戸線と琵琶湖 

 線で輸送改善や暮らしやすい街づくりなどを進め、全体の人口が減少する 

 中でも、若い子育て世代に当社沿線に住んでいただくことを目指して、取 

 り組みを進めてまいりました。 

 

○本計画においても、経営資源を投入して駅や街の機能の充実を図るなど線 

 区価値を向上し、鉄道事業は安定的な収入を確保するとともに、非鉄道事 

 業は収益基盤として成長を図ってまいります。 

 

○その前提として、新車の導入や踏切保安度の向上、輸送障害対策や自然災 

 害対策の充実などにより、安全・安定輸送を追求してまいります。 

 

○このような施策により、人口減少トレンドにおいても、2017年度の近畿圏 

 の鉄道収入を今期の見通しから▲28億円減に押さえ、2,875億円を目指し 

 てまいります。 
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○同じく近畿エリアの大阪環状線沿線では、周辺の大規模な開発案件が複数 

 予定されていることに加え、環状線内のエリアにおいては、都心回帰の動 

 きもあり人口の増加が見込まれております。 

○このような状況を踏まえ、環状線に重点的に投資を行い、新車投入、駅の 

 改良や高架下・駅周辺の開発など、鉄道・非鉄道業一体となってブラッシ 

 ュアップしてまいります。 

 

○また、大阪は都市観光の取り組みを拡大する余地があると考えており、 

 情報発信を十分に行っていく必要があることから、インターネットの情報 

 サイトを活用したプロモーション、関西の私鉄各社様と連携した割引きっ 

 ぷの発売や共同宣伝により、大阪の都市観光を活性化してまいります。 

○さらに、将来に向けては、2019年におおさか東線が新大阪まで開業予定で 

 あるほか、うめきたⅡ期エリアでは線路の地下化・新駅設置計画があり、 

 ネットワーク整備も着実に推進してまいります。 

 

○これらの施策などにより大阪をはじめとした近畿エリアの魅力を創造し、 

 エリア内の流動はもとよりエリア外からの流動の増加も図ってまいります。 
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○西日本各エリアでは、鉄道のご利用は減少傾向ですが、各エリアにより 

 状況が異なっています。エリアの実態に応じた強みを活かす事業を展開 

 することが、持続可能な経営につながると考えております。 

 

○地域と連携しつつ、鉄道と非鉄道事業が一体となり、駅を中心とした街づ 

 くり、キャンペーンや新たな豪華列車の投入などによる観光振興など、エ 

 リアに即した事業を展開してまいります。 

 

○一方、地方ローカル線問題については、鉄道利用の促進に努めるとともに、 

 地域と議論を進めて現状・課題を共有し、最適な輸送モードを検討する 

 など、地域交通のあるべき姿について、道筋をつけてまいりたいと考えて 

 おります。 

 

○以上により、2017年度の西日本各エリア（その他エリア）の鉄道収入は、 

 2012年度見込みから▲73億円となる1,135億円を計画しております。 
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○成長が見込める地方中核都市の広島や岡山においては積極的な投資を行い、 

 地域と一体となってまちづくりを進めてまいりたいと考えております。 

 

○本計画では、広島を取り上げておりますが、鉄道事業では国鉄時代からの 

 古い車両の更新や新保安システム導入など、シティネットワーク充実を図る 

 とともに、広島駅周辺で計画されている再開発事業と連携し、広島駅の橋上 

 化と商業施設の開発を行い、拠点性を向上させたいと考えております。 
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○事業創造では、様々な事業の芽を伸ばしていきたいと考えております。 

○流通・不動産事業を中心とした生活関連サービスは、これまでも着実に収益・利益貢献 

 を行ってきており、今後も新幹線に並ぶ成長分野と位置づけております。 

○柱となるのはこれまでと同様に駅構内・周辺開発であり、物販飲食やSCなど既存事業を 

 強化し、不動産業などで沿線外・エリア外へ事業展開を図ってまいります。 

○例えば、ビジネスホテルについては、既に13箇所展開していますが、今後とも首都圏や 

 名古屋地区等、主要都市圏に拡大してまいります。そのほか、首都圏や福岡地区で不動 

 産分譲の参画・賃貸事業用地の取得を行っており、今後も強みの発揮できる案件につい 

 て、積極的に関与・展開してまいります。 

○また、生活関連サービスの新業態の展開や、資産や技術の有効活用等により、新たな事 

 業分野にチャレンジして新しい柱の確立を図ってまいります。 

○例えば、駅型調剤薬局や、鉄道との相乗効果が期待できる駅直結型カーシェアリング事 

 業を展開するほか、広島市・三原市をはじめ、当社エリア全域でリハビリデイサービス 

 の展開を検討しており、安心して暮らしやすい地域づくりに貢献してまいります。 

○さらには、海外で鉄道に対するニーズは高まっており、当社の強みが生かせる都市鉄道  

 のオペレーションやメンテナンス事業への参入など、今後の新たな海外事業の可能性を 

 検討してまいります。 

○そのため、新たな事業領域の開拓や資本政策を担う組織を整備するなど、効率的に経営 

 資源を投入してまいります。 

○以上より、2017年度に、生活関連サービス事業の収益を対2012年度見込みで250億円増、 

 新規事業による収益10億円を目指しております。 

○並行して、将来の成長に向けて事業創造メニューの具体化と実現のスピードアップ、さ 

 らなる成長投資件名の検討と、可能性のある件名は本計画の投資枠にこだわらず実施し 

 てまいります。 
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○４月のグランフロント大阪の開業により、大阪駅周辺の商業集積が一層進み、エ 

 リアの魅力がさらに向上いたします。また、OSCとグランフロント大阪ほか周辺 

 施設がデッキで結ばれ、大阪駅周辺の回遊性が一段と向上いたします。この機会 

 を捉えて梅田エリアを訪れるお客様に対し、常に新しい発見と感動を提供し、  

 OSCのご利用を促進してまいります。 

○競争環境が厳しくなりますが、一方で、梅田エリアの魅力向上・情報発信に周辺 

 の事業者と協力し、近畿エリア内外から梅田エリアへの集客を図ってまいりたい 

 と考えております。 

○JR大阪三越伊勢丹については、梅田地区で最後発の百貨店であるため、自主編集 

 ショップの比率を高めるなど、個性的な店づくりを志向いたしました。しかし、 

 品揃え、店構えの雰囲気、接客・販売スキルといった点で、大阪のお客様に支持 

 していただける店作りが十分にできなかったことなどが原因で、当初の売上見込 

 みを大きく下回って推移しております。 

○三越伊勢丹HDと抜本的な対策を検討した結果、現行百貨店のエリア、ノースゲ 

 ートビルディング西館において、百貨店のMDとSCのMDの双方の強みを活かす 

 ことにより、ターミナルに立地して幅広いお客様にご来店いただける、新しい 

 タイプの商業施設を創り上げることとしております。 

○グランフロント大阪の開業による流動増を契機とし、対策を進め、百貨店事業の 

 2015 年度黒字化を目指す考えである。詳細な計画の中身やスケジュールなどに 

 ついては、今後、さらに三越伊勢丹HDと検討を深度化してまいります。 
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○2017年度の運輸収入は、厳しい経営環境にあっても、対2012年度と同程度 

 の水準を維持していきたいと考えております。 
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○一方、単体営業費用は高水準となる見込みであります。 

○電力料金値上げの影響等による動力費増のほか、老朽化した構造物の維持 

 更新や将来の成長にむけたFGT開発の推進により、修繕費（基準費・試験 

 費）が増加する見込みであります。 

○また、北陸新幹線の車両投資に伴い減価償却費が発生いたします。 

 

○これに対し、動力費については効率の良い新車への取替えなど、省エネの 

 努力を進めてまいります。 

○修繕費については、持続的に安全な鉄道を運営するため必要なコストだと 

 考えておりますが、技術による変革を通じた持続可能なメンテナンス体制 

 を構築し、検査業務の改革、単純な体系への転換、作業効率向上と施工力 

 向上などにより、中長期的に修繕費の水準の上昇を抑制するよう努めてま 

 いります。 
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○今まで申し上げた戦略推進の結果として、最終年度の連結営業収益は、対 

 2012年度予想に対し増収増益であり、厳しい経営環境の中でも、施策の具 

 体化を図り、企業価値の持続的成長を目指した計画としております。 

 

○また、連結営業収益・当期純利益は過去最高となる見込みでございます。 
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○本計画の基盤となる連結設備投資は、５年間で総額約9,200億円と、2大プロ 

 ジェクトが概ね終了したため、前計画を約600億円下回るものの、引き続き 

 大きな規模になる計画であります。 

 

○そのうち、北陸新幹線W7系の10編成整備や生活関連サービス事業の拡大など 

 「成長投資」と位置づけられるものは2,300億円となっております。 

 

○事業の継続的運営に必要な投資については、技術による変革を通じた更なる 

 安全性・効率性の向上、着実な維持更新による安定輸送の提供と自然災害に 

 強い鉄道システム構築に取り組むため、6,900億円となっており、このうち、 

 安全投資は4,700億円でございます。 

 

○一つひとつ投資効果を精査しながら投資を判断するとともに、資産効率にも 

 こだわっていきたいと考えております。 
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○本計画の営業キャッシュ・フローは、着実な成長を図ることにより、前計画を 

 若干、上回る見通しでございます。 

○キャッシュ・フローの使途の考え方について、優先順位は前計画から基本的に 

 変わっておりません。 

○財務状況は安定した水準にあり、市場金利の動向には留意しながら、長期債務 

 が現状の１兆円を大きく上回らないようコントロールしてまいります。 

○株主との関係では、大きな成長が見込めない中でも、株主還元を着実に行って 

 いきたいと考えております。 

○長期安定的な株主還元が重要と考えており、前計画に引き続き、毎年の利益に 

 着目するよりも、企業活動の蓄積である自己資本を勘案した配当を基本に考え 

 るとともに、選択肢として自社株買いを配当に組み合わせてまいりたいと考え 

 ております。 

○一方で、2015年春に開業する北陸新幹線については、現時点で線路使用料や収 

 入を計画に織り込める段階になく、開業後のご利用状況も見極める必要がある 

 と考えております。 

 

○以上より、この５年間の還元方針として、北陸新幹線金沢開業後のご利用状況 

 や本計画で掲げた目標の達成状況を踏まえ、最終年度の2017年度において、連 

 結ベースでの自己資本総還元率３％程度を目指すことといたします。 

  またこれにより、資本効率の向上にも資すると考えております。 
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○重要な経営指標として、中長期的に収益を成長させ、持続的にキャッシュ・ 

 フローを生み出して企業価値を向上していくとともに、資産効率の維持・改 

 善にこだわりたいという観点から、前計画に引き続き、連結営業収益、連 

 結EBITDA、連結ROAを掲げております。 

 

○なお、北陸新幹線開業に伴う増収効果や線路使用料は織り込んでいないため 

 しかるべき時期に、あらためて必要な修正を行う考えであります。 
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○最後に、2030年に向けた、ステップをお示しいたします。 

 こうした将来を見据えた上で、この５年間の計画を策定しております。 

 

○この５年間に、将来に向けて事業戦略ごとに様々な施策を検討・着手・推 

 進し、次代に成果を顕在化させるための土台づくりの期間にしたいと考え 

 ております。 

 

○この結果、人口減少などの社会・経済環境のトレンドに逆らい、2030年度 

 には本計画のレベルをさらに上回る、連結営業収益1兆4,000億円をめざし 

 たいを考えております。 

 

 




